
法令及び定款に基づく
インターネット開示事項

連　結　注　記　表
個　別　注　記　表

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

連結注記表及び個別注記表につきましては、法令及び

当社定款第15条の規定に基づき、当社ウェブサイト

（http://www.teikokudenki.co.jp/）に掲載すること

により株主の皆様に提供しております。
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連　結　注　記　表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　12社

・国内子会社の名称　　　　　　　株式会社協和電機製作所

上月電装株式会社

株式会社帝伸製作所

株式会社平福電機製作所

・在外子会社の名称　　　　　　　TEIKOKU USA INC.

大連帝国キャンドモータポンプ有限公司

大連大帝キャンドモータポンプ修理有限公司

台湾帝国ポンプ有限公司

TEIKOKU SOUTH ASIA PTE LTD.

TEIKOKU ELECTRIC GmbH

TEIKOKU KOREA CO.,LTD.

HYDRODYNE TEIKOKU(INDIA) PVT. LTD.

・連結範囲の変更　　　　　　　　無錫大帝キャンドモータポンプ修理有限公司及び成都

大帝キャンドモータポンプ修理有限公司については、

当連結会計年度において清算したため、連結の範囲か

ら除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

　持分法適用対象会社はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、HYDRODYNE TEIKOKU(INDIA) PVT. LTD.社を除く在外子会社７社の事業

年度末日は12月31日でありますが、連結会計年度末日との差異が３か月を超えていないため、

連結に際しては当該事業年度末日の計算書類を使用し、かつ連結会計年度末日との間に発生

した重要な取引については連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．満期保有目的の債券

・償却原価法（定額法）
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ロ．有価証券（その他有価証券）

・時価のあるもの

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの

移動平均法による原価法

ハ．たな卸資産

・当社及び国内子会社

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

・在外子会社

主として先入先出法による低価法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

・当社及び国内子会社

定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用して

おります。

・在外子会社

　　定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 15年～50年

機械装置及び運搬具 ７年～12年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

・ソフトウェア

　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

ハ．リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

ニ．長期前払費用

定額法

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

ロ．製品保証引当金

製品のアフターサービス費用の支出に備えるため、過年度実績率に基づいて算定した

金額を計上しております。

ハ．賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。
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④　退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理しております。

⑤　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

なお、在外子会社の資産及び負債は、当該子会社の事業年度末日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

⑥　のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

⑦　その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年3月31日）を当

連結会計年度の連結計算書類から適用し、重要な会計上の見積りに関する注記を記載してお

ります。

３．会計上の見積りに関する注記

　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であっ

て、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、以下の

とおりであります。

・　のれんの減損検討

イ．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　　のれん　160,129千円

ロ．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は拡大が見込まれるインドの石油化学市場へのアプローチと海外事業拡大のため、

2017年４月にインド法人であるHYDRODYNE TEIKOKU(INDIA) PVT.LTD.（以下「HT社」とい
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う）を子会社としております。

　当連結会計年度の連結貸借対照表に計上しているのれんは、その全額がHT社株式の取

得に関するものであり、当該のれんは株式取得時の将来計画に基づく将来の超過収益力

を反映しております。

　当連結会計年度において、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、HT社の営業

損益は株式取得時に策定された経営計画を大きく下回っており、経営環境の著しい悪化

が見られることから、当該のれんを含む資産グループに減損の兆候があると判断いたし

ました。

　減損の判定につきましては、当該のれんを含む資産グループの帳簿価額と当該資産グ

ループの割引前将来キャッシュ・フローの総額を比較した結果、割引前将来キャッシュ・

フローの総額が帳簿価額を上回るため、減損損失は認識しないと判断いたしました。

　この見積りに使用した事業計画等に重要な変更がある場合、翌連結会計年度の連結計

算書類に重要な影響を与える可能性があります。
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４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産　　　　　　　　　　　　該当事項はありません。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 　　　　　　　　　　 10,721,451千円

(3) 受取手形裏書譲渡高 749,131千円

(4) 偶発債務

・当社の不適切な性能試験について

当社が販売したキャンドモータポンプの一部の機種について、不適切な性能試験のもとで

製品の出荷が行われていたことが判明し、出荷先のお客様と対応費用の負担等に係る協議

を開始しております。今後の交渉状況等によっては当社グループの連結業績に影響が生じ

る可能性がありますが、現時点ではその影響額を合理的に見積ることは困難であり、連結

計算書類には反映しておりません。

５．連結損益計算書に関する注記

　当連結会計年度において、当社連結子会社である無錫大帝キャンドモータポンプ修理有限公

司及び成都大帝キャンドモータポンプ修理有限公司の清算手続を完了したため、過年度に会計

処理を行った当該子会社の不適切な取引行為に関する追加税額及びその追加税額に対する延滞

税・加算税の未払税金取崩しを行いました。

　その結果「販売費及び一般管理費」が391,442千円、「法人税、住民税及び事業税」が582,173

千円減少し、「法人税等調整額」が112,257千円増加しております。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 20,408,138株 15,300株 －株 20,423,438株

（注）発行済株式の総数の増加は、取締役会の決議に基づく譲渡制限付株式報酬としての新株式

発行15,300株による増加分であります。

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

イ．2020年６月26日開催の第116期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 413,228千円

・１株当たり配当額 21円

・基準日 2020年３月31日

・効力発生日 2020年６月29日

ロ．2020年11月６日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 354,470千円

・１株当たり配当額 18円

・基準日 2020年９月30日

・効力発生日 2020年12月２日
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②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

2021年６月29日開催予定の第117期定時株主総会において次のとおり付議いたしま

す。

・配当金の総額 353,498千円

・１株当たり配当額 18円

・基準日 2021年３月31日

・効力発生日 2021年６月30日

　　　なお、配当原資は利益剰余金とすることを予定しております。

(3) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

該当事項はありません。
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７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、必要な資金については、主に自己資金を充当しておりますが、一部短

期的な運転資金を銀行借入等により調達しております。また、一時的な余資は安全性の高

い金融資産で運用しております。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、売掛

債権管理規定に沿ってリスク低減を図っております。グローバルに事業を展開しているこ

とから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ

外貨建ての営業債務と相殺することや、外貨建て資産が過度に増え過ぎないよう保有する

外貨建て資産を市場動向に注視しながら適宜円に転換していくことにより、リスクの低減

を図っております。また、投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、

市場価格の変動リスクに晒されておりますが、上場株式については定期的に時価や発行体

（取引先企業）の財務状況を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に

見直しております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんどが１年以内の支払期日であります。ま

た、その一部には外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、恒常

的に同じ外貨建ての売掛金残高の範囲内にあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　　2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。

(単位：千円)

連結貸借対照表
計上額（※1）

時価（※1） 差額

(ⅰ)現金及び預金 12,576,074 12,576,074     －

(ⅱ)受取手形及び売掛金
貸倒引当金(※2)

7,386,696
△455,185

6,931,510 6,931,510 －

(ⅲ)投資有価証券     1,150,324 1,150,324     －

(ⅳ)支払手形及び買掛金     (1,869,230)     (1,869,230)     －

(ⅴ)短期借入金     (320,000)     (320,000)     －

(ⅵ)未払法人税等     (298,244)     (298,244)     －

(※1)負債に計上されているものについては、( )で示しております。

(※2)受取手形及び売掛金に対する貸倒引当金を控除しております。
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(注1) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

(ⅰ)現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

(ⅱ)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、信用リスクを貸倒引当金の控除により反映した価額

を時価としております。

(ⅲ)投資有価証券

投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格によっており、投資信託は取引所

の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。

(ⅳ)支払手形及び買掛金、(ⅴ)短期借入金、並びに(ⅵ)未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

(注2) 非上場株式（連結貸借対照表計上額3,727千円）は、市場価格がなく、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるため、「(ⅲ)投資有価証券」には含めておりません。

８．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,459円79銭

１株当たり当期純利益 118円8銭

９．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式

移動平均法による原価法

②　満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

③　その他有価証券

イ．時価のあるもの

事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

ロ．時価のないもの

移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）を採用しております。

(3) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用してお

ります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 15年～50年

機械及び装置 12年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウェア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④　長期前払費用

定額法
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(4) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

(5) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

②　製品保証引当金

製品のアフターサービス費用の支出に備えるため、過年度実績率に基づいて算定した金

額を計上しております。

③　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。

④　退職給付引当金

従業員の退職給付の支出に充てるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づいて計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。

なお、過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により、費用処理しております。

また、数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。

(6) その他計算書類作成のための基本となる事項

①　退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理

の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

②　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年3月31日）を当

事業年度の計算書類から適用し、重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記

　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事

業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、以下のとおりであります。

・　関係会社株式評価

イ．当事業年度の計算書類に計上した金額

　関係会社株式　　　1,716,678千円

　うちHT社株式　　　1,031,839千円
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ロ．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当事業年度の貸借対照表に計上している関係会社株式は、取得原価により計上してお

ります。

　当該関係会社株式のうち、2017年４月にインドの石油化学市場へのアプローチと海外

事業拡大のため株式取得を行ったHYDRODYNE TEIKOKU(INDIA) PVT.LTD.（以下「HT社」と

いう）の株式は超過収益力を反映した取得原価となっておりますが、当事業年度におい

て、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、HT社の営業損益は株式取得時に策定

された経営計画を大きく下回っております。

　減損処理の判定のための実質価額はHT社が策定した中期経営計画に基づく見積将来キ

ャッシュ・フローの割引現在価値を用いて算定し、帳簿価額と比較した結果、実質価額

の著しい低下はなく、減損処理は不要と判断いたしました。

　この見積将来キャッシュ・フローの割引現在価値は、割引率13.5％、成長率4.0％を使

用して見積もっておりますが、この見積りに使用した事業計画等に重要な変更がある場

合、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。
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４．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産　　　　　　　　　　　 該当事項はありません。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5,168,300千円

(3) 偶発債務

・当社の不適切な性能試験について

当社が販売したキャンドモータポンプの一部の機種について、不適切な性能試験のもとで

製品の出荷が行われていたことが判明し、出荷先のお客様と対応費用の負担等に係る協議

を開始しております。今後の交渉状況等によっては当社の業績に影響が生じる可能性があ

りますが、現時点ではその影響額を合理的に見積ることは困難であり、計算書類には反映

しておりません。

・子会社の取引先への契約履行保証等

TEIKOKU ELECTRIC GmbH

TEIKOKU SOUTH ASIA PTE LTD.

HYDRODYNE TEIKOKU(INDIA) PVT. LTD.

84,902千円

4,073千円

130,307千円

(4) 関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示したものを除く）

①　短期金銭債権 1,010,415千円

②　短期金銭債務 356,675千円

(5) 取締役に対する金銭債権及び金銭債務

　長期金銭債務 1,756千円

長期金銭債務は、将来の退任時に支給する退職慰労金に係る債務であります。

５．損益計算書に関する注記

・関係会社との取引高

①　売上高 2,207,293千円

②　売上原価 1,784,567千円

③　販売費及び一般管理費 37,638千円

④　営業取引以外の取引高 511,832千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

    自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 730,614株 54,040株 －株 784,654株

（注）自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得54,000株、単元未満株式

の買取り40株による増加分であります。
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７．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債発生の主な原因別内訳

繰延税金資産

たな卸資産 54,379千円

貸倒引当金 8,935千円

賞与引当金 106,845千円

未払事業税 11,004千円

退職給付引当金 260,473千円

ゴルフ会員権 5,541千円

関係会社株式評価損 38,975千円

減損損失 39,997千円

その他 43,675千円

繰延税金資産小計 569,830千円

評価性引当額 △93,773千円

繰延税金資産合計 476,056千円

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △71,426千円

その他有価証券評価差額金 △201,932千円

その他 △33,028千円

繰延税金負債合計 △306,387千円

繰延税金資産の純額 169,669千円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △10.3％

海外配当源泉税 1.3％

税額控除 △0.5％

その他 1.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.3％
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８．関連当事者との取引に関する注記

・子会社等

種 類 会社等の名称 資 本 金
事 業 の
内 容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者との
関 係

取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )

子会社
TEIKOKU
USA INC.

 5,800
千米ドル

キャンド
モータポ
ンプの製
造販売及
び 修 理
サービス

直接
100

役員の兼任
当社製品の販売

当社からの
製 品 販 売
（ 注 ）

1,040,148 売 掛 金 480,695

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて

おります。

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）取引条件については、一般取引先と同様の取引を勘案して決定しております。

９．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,098円52銭

１株当たり当期純利益 54円2銭

10．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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